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前期行動計画進行管理表
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基本方針 行動計画
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町民との協働による
まちづくり

公共施設等の総合的な管理

使用料・手数料・補助金等
の適正化

健全な行財政運営の推進

目標値を定めた事業評価の
実施

          第４次川島町行政改革大綱体系図

町民・企業と連携した
住民サービスの充実

窓口サービスの向上

住民サービスの向上と
効率的な行政運営の推進

情報公開の推進

組織・機構・審議会等の見直しと
定員管理の適正化

人事管理制度の充実

職員の意識改革と
資質向上

職員の能力向上



難易度 評価数値算定表

実績 調査方法の検討

計画No.

　　第４次川島町行政改革大綱行動計画　進行管理表

行動計画
＜現状と課題＞

民間活力の活用手法が拡大しており、サービス水準の向上や経費
の節減など、総合的な見地から各行政サービスの適切な民間委託
を検討していくことが求められてる。既に民間活力を活用してい
る業務を含め、より行政サービスの向上につながる民間委託を実
施することが求められる。取組 民間委託の推進

1

基本方針

町民・企業と連携した
住民サービスの充実

年度
住民サービスの向上と

効率的な行政運営の推進

様式1

29

＜今年度目標に到達するための指標＞

民間の効率性や専門的な技術力等を活用することによって、町
民ニーズに柔軟に対応した行政サービスを、より効率的・効果
的に提供することが期待される。民間の能力、活力を積極的に
活用することを基本に、個別業務について委託の適否を十分検
証しつつ、民間活力の積極的な導入を進める。

民間委託できる業務の
調査結果の庁内共有

計画を
やや下回る

計画を下回る

民間委託できる業務の選定 民間委託業務の決定

取りまとめ担当課 政策推進課

Ｂ

実施年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度

評価 60

計画期間 27 年度 ～

難易度 Ａ Ａ

到達目標 民間委託できる業務の調査

＜取組の内容＞

90 80 70 60 50

80 70 60 50 40

70 60

政策推進課 政策推進課

計画を上回る
計画を

やや上回る
計画通り

100 90 80

Ｂ

Ｃ

難易度　Ａ

難易度　Ｂ

難易度　Ｃ

達成が
非常に難しい

達成が難しい

達成がやや難しい

　　　  達成度
難易度

Ａ



○民間委託可能な業務についての調査方法についての検討に留まり、調査の実施まで至らなかった。

○検討の結果、平成28年度6月に事務事業のスクラップ＆ビルドに係る庁内調査の調査項目として設定
し、民間委託可能な事務事業について調査を行うこととした。

○「経済財政運営と改革の基本方針2016」で、「窓口業務の民間委託の加速」を強力に推進することと
明記されたため、平成28年度は、本町の事務事業に限らず民間委託可能な行政サービスについて、先進自
治体等の事例研究を進めることで民間委託できる事務事業を選定する。

実績詳細　【平成２７年度】

実績詳細　【平成２８年度】

実績詳細　【平成２９年度】

計画No.

様式２
1 　　第４次川島町行政改革大綱行動計画　進行管理表



難易度 評価数値算定表

60 50 40

70 60 50難易度　Ｃ 達成がやや難しい Ｂ 90 80

Ｃ 80 70

計画を
やや下回る

計画を下回る

実績
異動事由別チェックリストの
作成、活用、職員による総合

案内の実施

70 60達成が難しい Ａ 100 90

Ｂ

到達目標
窓口案内チェックリストの

作成、活用

窓口の利便性に関する
来庁者アンケート結果の

検証、課題の改善

難易度　Ｂ

評価 80

80

難易度　Ａ
達成が

非常に難しい
　　　  達成度
難易度

計画を上回る
計画を

やや上回る
計画通り

＜取組の内容＞ ＜今年度目標に到達するための指標＞

町民が負担を感じずに、各窓口で行われる届出等の手続が、ス
ムーズに完了する「迷わせない、手続にかかる時間や移動距離
を最小限にする、何度も来庁させない」窓口案内を目指す。

窓口案内チェックリストの庁内共有

取りまとめ担当課 町民生活課 町民生活課 町民生活課

平成２９年度

Ｂ

窓口の利便性に関する
来庁者アンケート結果の

検証、課題の改善

実施年度 平成２７年度 平成２８年度

難易度 Ｂ

行動計画 窓口サービスの向上
＜現状と課題＞

町民ニーズが多様化する中、町民目線に立った行政サービスを、
効果的、効率的に提供していくことが求められている。
窓口サービスにおいては、関連する手続について、複数の窓口を
回る状況にあるため、スムーズな窓口サービスを実施する必要が
ある。取組 利用しやすい窓口サービスの実施

計画No.

　　第４次川島町行政改革大綱行動計画　進行管理表 様式1
2

基本方針
住民サービスの向上と

効率的な行政運営の推進
計画期間 27 年度 ～ 29 年度



　

実績詳細　【平成２９年度】

計画No.

　　第４次川島町行政改革大綱行動計画　進行管理表 様式２
2

実績詳細　【平成２７年度】

○新庁舎への移転を契機にお客様の利用しやすい窓口として、担当者会議（川島町総合窓口研究会委員）
及び視察研修（富士見市・鶴ヶ島市）を行い検討をした。
　
■チェックリストの作成
・用途別（転入・転居・転出・出生・婚姻・離婚・死亡）にチェックリストを町民生活課にて作成する。
・関係各課（健康福祉課・子育て支援課・税務課・教育総務課）による内容確認を行う。
・用途別に用紙の色を変えて作成する。
■作成後
・町民生活課の届出と関連する手続きができるように、お客様の動線を考えて窓口を配置したことによ
り、最小の移動距離で行なうことができている。また、移動が困難な方や小さいお子さんと来庁されてい
る場合は、ワンストップで対応している。
・異動事由別に作成をしたことにより、項目別に必要なものがわかるので、後日来庁するときの持参する
ものなどの説明がしやすくなった。
・1月からマイナンバーカードや通知カードの関連事務が増えたので、各課に照会し常に最新の対応を
チェックリストに反映するようにしている。

○正面入口にて、職員が来庁者を目的の窓口に案内する総合案内を実施した。

実績詳細　【平成２８年度】



難易度 評価数値算定表

70 60 50 40

難易度　Ａ
達成が

非常に難しい
　　　  達成度
難易度

計画を上回る

Ｃ 80

難易度　Ｂ 達成が難しい Ａ 100

難易度　Ｃ 達成がやや難しい Ｂ 90

実績
オープンデータ活用について

の調査・研究の提案

評価 50

Ｂ

取りまとめ担当課 政策推進課 政策推進課 政策推進課

難易度 Ｂ Ａ

＜取組の内容＞ ＜今年度目標に到達するための指標＞

公共データを二次利用可能な形で提供することにより、市場に
おける編集、加工、分析等の各段階を通じて、様々な新ビジネ
スの創出や企業活動の効率化等を促し、経済活性化を図る。

オープンデータ化調査結果の庁内共有

到達目標
各種情報のオープンデータ化

の調査・研究
オープンデータ化する
各種情報の収集、選定 オープンデータの公開、周知

実施年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度

行動計画 情報公開の推進
＜現状と課題＞

現在、町ホームページ等で公開している文書、数値、図表等の各
種情報の利用条件は、利用者の観点からは、どこまで二次利用で
きるのかが明確でなく、公開データの活用が進んでいない。

取組 オープンデータ化の推進

計画No.

　　第４次川島町行政改革大綱行動計画　進行管理表 様式1
3

基本方針
公共サービスの向上と

効率的な行政運営の推進
計画期間 27 年度 ～ 29 年度

計画を
やや上回る

70 60 50

計画通り
計画を

やや下回る
計画を下回る

80 70 6090

80



計画No.

　　第４次川島町行政改革大綱行動計画　進行管理表 様式２
3

実績詳細　【平成２７年度】

○オープンデータの活用は、地域住民との協働による地域課題の解決や、地域経済の活性化、中小企業の
振興に寄与することを期待するものであるため、単独自治体のみでなく、広域で取組むことが望ましい。
このため、埼玉県川越都市圏まちづくり協議会における研究テーマとして、「広域連携のよるオープン
データの活用」を提案した。研究は、平成２８年度以降の実施を目指して調整することとなった。
※川越都市圏まちづくりで平成26年度にオープンデータ活用の先進地である静岡県の視察を行った。

実績詳細　【平成２８年度】

実績詳細　【平成２９年度】



難易度 評価数値算定表

60

80 70

難易度　Ｂ 達成が難しい Ａ 100 90 80 70

難易度　Ｃ 達成がやや難しい Ｂ 90 60 50

取りまとめ担当課 政策推進課 政策推進課 政策推進課

実績
かわじま未来塾の
設置要綱素案作成

評価 60

難易度　Ａ
達成が

非常に難しい
　　　  達成度
難易度

計画を上回る
計画を

やや上回る
計画通り

計画を
やや下回る

計画を下回る

Ａ

＜取組の内容＞ ＜今年度目標に到達するための指標＞

町が実施している事務事業を整理した上で、町民が主体的にま
ちづくりに参画する組織「かわじま未来塾」を設置し、活動を
支援する。さらに、かわじま未来塾が研究し、提言した政策
を、町政に反映することを目指す。

かわじま未来塾設置要綱の作成

実施年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度

計画No.

　　第４次川島町行政改革大綱行動計画　進行管理表 様式1
4

基本方針
住民サービスの向上と

効率的な行政運営の推進
計画期間 27 年度 ～ 29 年度

60 50 40

行動計画 町民との協働によるまちづくり
＜現状と課題＞

社会情勢の変化により、行政が運営する事務事業が複雑化する
中、町民のまちづくりへの主体的な参画が求められている。その
ため、町と町民が連携した活動を推進する必要がある。

取組 かわじま未来塾の活動支援

到達目標
かわじま未来塾の

設置要綱作成
かわじま未来塾の設置

かわじま未来塾による
研究成果報告

難易度 Ｂ Ｂ

Ｃ 80 70



計画No.

　　第４次川島町行政改革大綱行動計画　進行管理表 様式２
4

実績詳細　【平成２７年度】

○かわじま未来塾の目的、実施方法等を明確にするため、三芳町の「未来創造みよし塾」等の他自治体の
事例研究を主に実施し、設置要綱の素案を作成した。

※事例研究の結果、塾のあり方、予算、町との関係、研究方法等を定め、平成28年9月に設置要綱を公布
した。また、設置要綱の公布に先駆け、6月に「審議会等の公募委員候補者名簿」を作成した際に、かわ
じま未来塾への参加意向を確認し、町民７名が登録された。

実績詳細　【平成２８年度】

実績詳細　【平成２９年度】



難易度 評価数値算定表

70 60 50 40

難易度　Ａ
達成が

非常に難しい
　　　  達成度
難易度

計画を上回る

Ｃ 80

難易度　Ｂ 達成が難しい Ａ 100

難易度　Ｃ 達成がやや難しい Ｂ 90

実績 全体計画（素案）を作成

評価 70

Ｂ

取りまとめ担当課 政策推進課 政策推進課 政策推進課

難易度 Ａ Ａ

＜取組の内容＞ ＜今年度目標に到達するための指標＞

公共施設等の状況を全体的に把握し、長期的視点 をもって、長
寿命化・更新統廃合などを計画的に行うことを目的に、公共施
設等総合管理計画を策定する。これにより、 財政負担を平準
化・軽減するとともに、適切な行政サービスの提供と公共施設
等の適正な配置を実現することを目指す。

公共施設等総合管理計画（全体計画）
の策定

到達目標 全体計画の策定 個別計画の策定
計画の関係課実施計画

への反映

実施年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度

行動計画 公共施設等の総合的な管理
＜現状と課題＞

本町の公共施設等は老朽化により一斉に更新時期を迎えようとし
ているが 、人口減尐等により 公共施設等の利用需要が変化してい
くことも 予想される。

取組 公共施設等総合管理計画の推進

計画No.

　　第４次川島町行政改革大綱行動計画　進行管理表 様式1
5

基本方針 健全な行財政運営の推進 計画期間 27 年度 ～ 29 年度

計画を
やや上回る

70 60 50

計画通り
計画を

やや下回る
計画を下回る

80 70 6090

80



計画No.

　　第４次川島町行政改革大綱行動計画　進行管理表 様式２
5

実績詳細　【平成２７年度】

○現状把握
　所管ごとに保有している各種資料（人口、決算など）及び法定台帳（道路台帳など）を収集

○更新費用の試算
　一般財団法人地域総合整備財団による公共施設等更新用試算ソフトを活用し、収集した情報を基に、そ
れぞれ設定した耐用年数の経過後に、現在と同じ面積、延長等で更新すると仮定して試算

○基本方針の検討
　現状把握及び更新費用の試算により、公共施設等を取り巻く現状と課題を整理し、今後の公共施設及び
インフラ資産の管理や更新の方向性を検討

○素案の作成
　施設管理課の意見を踏まえて全体計画（素案）を作成

※平成28年８月に全体計画を策定し、９月に公表済み

実績詳細　【平成２８年度】

実績詳細　【平成２９年度】



難易度 評価数値算定表

60 50 40

難易度　Ｃ 達成がやや難しい Ｂ 90 80 70

Ｃ 80 70

80 70 60

60 50

難易度　Ｂ 達成が難しい Ａ 100 90

評価 50

難易度　Ａ
達成が

非常に難しい
　　　  達成度
難易度

計画を上回る
計画を

やや上回る
計画通り

計画を
やや下回る

計画を下回る

取りまとめ担当課 政策推進課 政策推進課 政策推進課

実績
使用料・手数料の設定方法の
考え方を検討、設使用料に関

する条例の改正

到達目標
使用料・手数料の

設定方法の考え方の策定
設定方法の考え方を基に
使用料・手数料を見直し

使用料・手数料の改定
住民への周知

難易度 Ｂ Ａ Ｃ

＜取組の内容＞ ＜今年度目標に到達するための指標＞

受益者負担の原則に基づき、特定のサービスを受ける方（受益
者）と受けない方の公平化を図るため、適切で明確な使用料・
手数料を設定する。

使用料・手数料設定方法の考え方の
庁内共有

実施年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度

行動計画
使用料・手数料・補助金等の

適正化

＜現状と課題＞

使用料及び手数料については、長年踏襲されているものが多く、
必ずしも受益と負担の均衡が取れていない。
また、消費税率の引き上げが 、公の施設使用料等に適正に反映さ
れるよう改定する必要もある。

取組 使用料・手数料の見直し

計画No.

　　第４次川島町行政改革大綱行動計画　進行管理表 様式1
6

基本方針 健全な行財政運営の推進 計画期間 27 年度 ～ 29 年度



実績詳細　【平成２８年度】

実績詳細　【平成２９年度】

計画No.

　　第４次川島町行政改革大綱行動計画　進行管理表 様式２
6

実績詳細　【平成２７年度】

○設定方法等の統一的な基準や基本的な考え方が整理されていないことから、現行使用料等を調査した。
また、他自治体の使用料・手数料の設定方法及び設定金額についても調査を実施した。

○使用料・手数料の見直しにあたり、利用者の利便性等を高めるため、先行して、現行の施設使用料の料
金区分を午前・午後・夜間の3区分から1時間単位に変更し、夜間などの時間帯によっては割り増ししてい
た料金設定を時間帯区分に差を設けず、1時間あたりの単価を基準とした料金設定に変更する条例改正を
行った。



難易度 評価数値算定表

70 60 50 40

難易度　Ａ
達成が

非常に難しい
　　　  達成度
難易度

計画を上回る

Ｃ 80

難易度　Ｂ 達成が難しい Ａ 100

難易度　Ｃ 達成がやや難しい Ｂ 90

実績
まち・ひと・しごと創生
総合戦略へのＫＰＩ設定

評価 70

Ａ

取りまとめ担当課 政策推進課 政策推進課 政策推進課

難易度 Ｂ Ｂ

＜取組の内容＞ ＜今年度目標に到達するための指標＞

将来的な成果検証を行うことを見据え、取組ごとの進捗状況を
検証するための指標、KPI（重要業績評価指標）を設定する。
また、PDCAサイクルを効果的に運用するため、外部委員によ
る成果検証を行い、成果を勘案しながら見直しを行っていく。

まち・ひと・しごと創生総合戦略の策定

到達目標
まち・ひと・しごと創生
総合戦略でのＫＰＩ設定

審議会による成果検証
の実施

成果検証を基にした
総合戦略の改定審議

実施年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度

行動計画 目標値を定めた事業評価の実施
＜現状と課題＞

まち・ひと・しごと創生総合戦略の策定にあたり、従来のよう
な、行政活動そのものの結果（アウトプット）を基にした数値目
標ではなく、その結果として住民にもたらされた便益（アウトカ
ム）に関する数値目標を設定し、町民の満足度向上につなげてい
く必要がある。取組

「まち・ひと・しごと創生総合戦略」
のＫＰＩによる進行管理

計画No.

　　第４次川島町行政改革大綱行動計画　進行管理表 様式1
7

基本方針 健全な行財政運営の推進 計画期間 27 年度 ～ 29 年度

計画を
やや上回る

70 60 50

計画通り
計画を

やや下回る
計画を下回る

80 70 6090

80



計画No.

　　第４次川島町行政改革大綱行動計画　進行管理表 様式２
7

実績詳細　【平成２７年度】

○平成２７年１月に内閣府地方創生推進室示された「地方版総合戦略策定のための手引き」において、
「幅広い年齢層からなる住民をはじめ、産業界・市町村や国の関係行政機関・教育機関・金融機関・労働
団体・メディア（産官学金労言）等で構成する推進組織でその方向性や具体案について審議・検討するな
ど、広く関係者の意見が反映されるようにすることが重要」及び「、各地方公共団体の議会においても、
地方版総合戦略の策定段階や効果検証の段階において、十分な審議が行われるようにすることが重要」と
されていることから、以下のスケジュールで外部有識者、議会と審議した上で総合戦略を策定し、ＫＰＩ
を設定した。

・5月29日　　議会全員協議会への説明
・6月25日　　第１回川島町総合振興計画審議会への説明
・9月11日　　第２回川島町総合振興計画審議会による審議
・9月16日　　議会全員協議会でによる協議
・10月1日　　町民コメント制度による総合戦略素案への意見の募集
・10月26日　 第３回川島町総合振興計画審議会による審議

実績詳細　【平成２８年度】

実績詳細　【平成２９年度】



実績
定員適正化計画改定を平成２

８年度に行うことの判断

Ｃ

取りまとめ担当課 総務課 総務課 総務課

難易度 Ａ Ｂ

＜取組の内容＞ ＜今年度目標に到達するための指標＞

現状を的確に捉え、効率的な事業運営を念頭に、総合振興計画
や総合戦略の施策遂行に係る各組織のミッションを明確化する
とともに、定員適正化計画を改定し、適正な定員管理を行う。

定員適正化計画の改定

到達目標 定員適正化計画の改定
改定定員適正化計画に基づく

定員管理
改定定員適正化計画の

課題確認、報告

実施年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度

行動計画
組織・機構・審議会等の見直しと

定員管理の適正化

＜現状と課題＞

平成25年度に策定した５か年の計画期間のうち、半分を経過して
いることや、総合振興計画や総合戦略に係る施策遂行に適した人
員配置を再検討する必要があることから、現行の計画を見直す必
要がある。

取組 適正な定員管理の実施

計画No.

　　第４次川島町行政改革大綱行動計画　進行管理表 様式1
8

基本方針 健全な行財政運営の推進 計画期間 27 年度 ～ 29 年度

実績
定員適正化計画改定を平成２

８年度に行うことの判断
実績

定員適正化計画改定を平成２
８年度に行うことの判断

実績
定員適正化計画改定を平成２

８年度に行うことの判断

難易度 評価数値算定表

70 60 50 40

難易度　Ａ
達成が

非常に難しい
　　　  達成度
難易度

計画を上回る

Ｃ 80

難易度　Ｂ 達成が難しい Ａ 100

難易度　Ｃ 達成がやや難しい Ｂ 90

実績
定員適正化計画改定を平成２

８年度に行うことの判断

評価 60

計画を
やや上回る

70 60 50

計画通り
計画を

やや下回る
計画を下回る

80 70 6090

80



計画No.

　　第４次川島町行政改革大綱行動計画　進行管理表 様式２
8

実績詳細　【平成２７年度】

　平成２５年度に策定した現行の川島町定員適正化計画に基づく職員数は、平成２７年度の目標１８２人
に対して１８３人であり、目標より１人多い状態だった。
　平成２７年度については、各課の事務について正規職員が対応すべき業務であるか、臨時職員等でも対
応可能な業務であるかの精査を進め、臨時職員や派遣職員の採用を行った。また、川島町職員再任用事務
取扱規程を策定し、平成２８年４月より再任用制度をスタートさせる体制を整えた。この結果、平成２８
年度の職員定数目標である、１８１人に対し１７８人となり３人尐なくなった。
　到達目標としていた定員適正化計画の改定は出来なかったが、これは平成２８年度の職員定数目標より
職員数が尐なくなる見込みが高かったことから、定員適正化計画の改定を見送ったものである。現行の計
画の最終目標値である１８０人よりも尐ない状態であることから、平成２８年度に新たな計画を策定す
る。

実績詳細　【平成２８年度】

実績詳細　【平成２９年度】



難易度 評価数値算定表

70 60 50 40

難易度　Ａ
達成が

非常に難しい
　　　  達成度
難易度

計画を上回る

Ｃ 80

難易度　Ｂ 達成が難しい Ａ 100

難易度　Ｃ 達成がやや難しい Ｂ 90

実績
主幹職の人事評価を実施し

12月期勤勉手当と連動

評価 70

Ａ

取りまとめ担当課 総務課 総務課 総務課

難易度 Ｂ Ｂ

＜取組の内容＞ ＜今年度目標に到達するための指標＞

人事評価の課長職の12月期勤勉手当への反映については既に
実施している。今後は、段階的に全職員の勤勉手当に反映する
ことにより、職員の意識改革・資質向上を図る。

主幹職の勤務成績（人事評価）と
賞与（12月期勤勉手当）の連動

到達目標
主幹職の人事評価と

12月期勤勉手当の連動
全職員の人事評価と

12月期勤勉手当の連動
人事評価と定期昇給の連動

実施年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度

行動計画 人事管理制度の充実
＜現状と課題＞

職員の意識改革や、資質向上にあたっては、人事評価を行ったの
みでは職員の能力は向上しない。
そのため、人事評価の結果が、職員の意識改革や資質向上につな
がるような取組を検討する必要がある。

取組 効果的な人事評価の実施

計画No.

　　第４次川島町行政改革大綱行動計画　進行管理表 様式1
9

基本方針 職員の意識改革と資質向上 計画期間 27 年度 ～ 29 年度

計画を
やや上回る

70 60 50

計画通り
計画を

やや下回る
計画を下回る

80 70 6090

80



計画No.

　　第４次川島町行政改革大綱行動計画　進行管理表 様式２
9

実績詳細　【平成２７年度】

　平成２７年度は、人事評価の結果に基づき、課長及び主幹級職員の１２月期勤勉手当を増額又は減額し
た。課長職については、１４人（休職中の者を除く）のうち勤務成績上位者の３人を12,000円の増額、
成績下位者の１人を12,000円の減額とした。主幹職については、１８人（休職中の者及び指導主事を除
く）のうち勤務成績上位者の２人を12,000円の増額とした。成績下位に該当する者はいなかった。
　平成２８年度については、全職員を対象に人事評価を実施し、課長職及び主幹職のみ１２月期勤勉手当
と連動させる。平成２９年度以降については、全職員について前年度の人事評価に基づき６月期勤勉手当
と連動させる予定である。

実績詳細　【平成２８年度】

実績詳細　【平成２９年度】



難易度 評価数値算定表

Ｃ 80 70

難易度　Ｂ 達成が難しい Ａ 100 90

難易度　Ｃ 達成がやや難しい Ｂ 90 80

80 70 60

70 60 50

計画を下回る難易度　Ａ
達成が

非常に難しい
　　　  達成度
難易度

計画を上回る
計画を

やや上回る
計画通り

計画を
やや下回る

実績 研修参加者の活用方針の決定

評価 70

＜取組の内容＞ ＜今年度目標に到達するための指標＞

研修効果の測定方策を定め、職員の意識改革や効果的な
人材育成を推進する。

研修効果の測定方策の庁内共有

実施年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度

取りまとめ担当課 総務課 総務課 総務課

検証結果を受け、研修内容の
見直し

難易度 ＣA Ｃ

到達目標 研修効果の測定方策の策定
測定結果（能力向上につな

がったか）の検証

職員の能力向上
＜現状と課題＞

職員の能力向上を目的として、各種研修等に参加している
が、参加することが目的となっている傾向があり、研修内
容が職員の能力向上につながるよう工夫する必要がある。

取組
研修効果の測定による

効果的な人材育成

60 50 40

計画No.

　　第４次川島町行政改革大綱行動計画　進行管理表 様式1
10

基本方針 職員の意識改革と資質向上 計画期間 27 年度 ～ 29 年度

行動計画



計画No.

　　第４次川島町行政改革大綱行動計画　進行管理表 様式２
10

実績詳細　【平成２７年度】

　到達目標である研修効果の測定方策の策定については、これまで検討を続けてきたが、良い方策を見つ
けることが出来なかった。例えば法律に関する研修を受けて、知識を高めることができたとしてもそれを
客観的に確認することは困難である。公務員における研修は、そのような性質のものが多く、果たして研
修効果の測定が実際にできるのか疑問が残った。
　そこで、研修参加者が学んできたことに関し、町単独研修の講師を経験させていく機会を増やすことと
した。このことにより、研修内容の振り返りと内容の整理ができ、また人に上手に伝えることを意識する
ことにより、講師を務めた職員の意識改革や自己啓発につなげることとした。
　
【参考】研修参加者が講師を務めたＨ２８年度開催の町単独研修
　・４月　新規採用職員研修（接遇研修）
　・４月　主任昇任者研修（政策立案）
　・５月　新任主幹研修（リーダーシップ）
　・６月　窓口応対研修
　・９月　接遇マナーマニュアル説明会
　（今後開催予定）
　・主査試験合格者研修
　・主任試験合格者研修
　・主幹ステップアップ研修

実績詳細　【平成２８年度】

実績詳細　【平成２９年度】


